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 倉庫業における「個人情報保護」
 関するガイドブック 

 

 

 

 

「個人情報の保護に関する法律」が平成１７年

４月１日に施行されます。ほとんどの倉庫事業

者がこの法律の対象となりますのでご注意下さ

い。 

 

 

平成１７年３月 

    国土交通省総合政策局貨物流通施設課 



 

 

 



 

  
個人情報保護法とはどういう法律でしょうか。 

 

今日、「個人情報」を利用した様々なサービスが提供され、私たちの生活は大変便利なも

のになっています。その反面、「個人情報」が誤った取扱いをされた場合、個人に取り返し

のつかない被害を及ぼす恐れがあり、国民のプライバシーに関する不安も高まっています。

このような状況を踏まえ、「個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」とい

う）が平成１５年５月に成立、公布され、平成１７年４月１日に施行されます。 

この法律では、国民が安心して高度情報通信社会のメリットを享受できるよう、個人情報

の適正な取扱いを求めています。法律の内容としましては、民間の事業者の個人情報の取扱

いに関して共通のルールを定め、事業者が事業等の分野の実情に応じ、自律的に取り組むこ

とを重視しております。 

一方、倉庫業におきましても、トランクルームにおける個人の顧客リスト、通販事業者等

荷主から発注される個人宛の出荷リストなども「個人情報」に該当します。また、個人情報

の所有者である荷主により、委託先である倉庫業者は当該個人情報について監督されること

となり、倉庫事業者としましても、「個人情報」の安全管理を行う等個人情報保護法に適切

に対応していく必要があります。 
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「個人情報」とは 
個人に関する情報で、これに含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により、特定

の個人を識別することができるものを言

います。



 

 

 

どのような倉庫事業者が個人情報保護法の対象事

業者となりますか。 

個人情報保護法で対象となる「個人情報」とは、氏名、生年月日等その個人情報を見れば

「あの人ね」と特定できる情報のことをいいます。この「個人情報」を事業のためにコンピ

ュータ等に入力して検索しやすい状態にし、かつ過去６ヶ月以内に5000件を超える個人

情報を保有する事業者（個人情報取扱事業者）が対象となります。この「個人情報」には顧

客情報のみならず、社員、アルバイト、パートタイマー等の情報、また、過去の求人応募者

の履歴も含まれることから、ほとんどの倉庫事業者が対象となると考えられます。また、コ

ンピュータ等に入力して検索しやすい状態とは、例えば記入済みの寄託申込書情報をコンピ

ュータに入力したり、検索しやすいようアルファベット順に書類等を整理したものをいいま

す。なお、会社四季報、会員名簿等を購入し、掲載されている人に商品販売の案内を行う

というような場合など、記載されている名前等の個人情報を事業のために使用する場合、

これら情報も事業者の保有する個人情報に含まれます。 

 

 

コンピュータ等で検索可能な状態にある事業

に使用するため5000件を超える個人情報を

過去６ヶ月以内以上に保有する事業者。 

 
その情報に含まれる記述などだけで

特定の個人を識別できる情報 
例 名前、メールアドレス、住所、 
  電話番号、ＦＡＸ番号、顔の画像等 

事業で使う個人情報
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倉庫事業者 

5000件
以上 

コンピュータ等で検索できる情報 

例  

顧客データ  

社員データ等 

個人情報 



 

 

 

 

個人情報取扱事業者となる倉庫事業者は個人情報

保護法によりどのような事を求められるのでしょ

うか。 

 

利用目的

・ ○○○○ 

・ △△△△ 

その１ 個人情報の利用・取得に関するルール

「個人情報」を取得する際には、不正な手段による取得が禁止されているとともに、「個

人情報」の利用目的をできる限り特定し、その利用目的を本人に通知あるいは公表しなけれ

ばなりません。また、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱ってはいけま

せん。契約締結時等本人から直接個人情報を取得する際には、取得前に本人に対して利用目

的を明確に示す必要があります。具体的には、寄託申込書に利用目的を記載する、窓口で利

用目的を口頭で伝える等の方法があります。間接的に取得した場合は、速やかに本人に利用

目的を通知または公表する必要があります。また、利用目的が変更された場合は変更後の利

用目的を本人に通知または公表しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

＜利用目的の公表具体例＞

お客様の個人情報は、弊社内で弊社トランクルームサービスの顧客管理に

のみ使用し、他の目的には一切使用致しません。 

（業務委託を行う場合） 

弊社は、弊社トランクルームサービスを行うにあたり、出入庫、運送等の

作業を外注しており、個人情報の取扱いに関する契約を締結した上で、作

業実施に必要な範囲内でのお客様の個人情報を当該外注先に提供すること

があります。 
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その２ 適正・安全な管理に関するルール

 

顧客情報の漏洩などを防止するため、「個人情報」を安全に管理し、従業員や委託先を監

督しなければなりません。また、「個人情報」の利用目的の達成に必要な範囲で、個人デー

タを正確かつ最新の内容に保つ必要があります。 

トランクルームなどにおける再寄託などの場合の荷主情報（＝「個人情報」）につきまし

ては、寄託元は再寄託先に対する監督責任が生じます。再寄託先で「個人情報」が漏れます

と寄託元も責任を負うことになりますので、再寄託先との間で秘密保持義務を含む契約を締

結することとをおすすめします。 

 

 

 

その３ 第三者提供に関するルール 

 

個人データをあらかじめ本人の同意を取らないで第三者に提供することは原則禁止され

ます。第三者提供を無制限に許せば、本人が全く予期し得ないような利用がなされてしまう

など、権利利益が侵害される危険があるため、本人の同意が必要とされます。例外としては、

令状捜査を受ける場合、税務署の反面調査に協力する場合等国、地方公共団体の法令上の事

務遂行に協力する場合、または人の生命の保護に必要であってかつ、本人の同意取得が困難

な場合につきましては、この規定からはずれます。 
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その４ 開示等に応じるルール 

 

事業者が保有する個人データに関して、本人から求めがあった場合は、その開示、訂正、

利用停止等を行わなければなりません。ただし、本人または第三者の権利・利益を害する恐

れがある場合や他の法令違反となる場合には、開示を拒否することができます。開示に応じ

る場合には、書面の交付による方法によって開示を行うことが原則となりますが、その他開

示請求者が同意した方法がある場合は当該方法でもかまいません。これに対して、求められ

た個人データの全部または一部について開示しない旨の決定をいた場合は、本人に対し遅滞

なくその旨を通知しなければなりません。また、上記開示請求を受けた場合は、実費を勘案

した合理的な範囲内で定めた手数料を徴収することができます。 

なお、個人情報の取り扱いに関して苦情が寄せられたときは、適切かつ迅速に処理しなけ

ればならなく、各社の苦情処理窓口担当者の教育が重要となってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体例＞ 

お客様またはその代理人は、弊社に対しいつでも弊社が有しているお客様情報を

開示するよう求めることができます。この場合、本人または代理関係の確認のため

書類の提出等をお願いする場合があります。開示の結果、当該個人情報に誤りがあ

る場合は、お客様は弊社に対して当該個人情報の訂正または削除を要求することが

できます。開示、訂正または削除を要求される場合は、下記の個人情報に関する相

談窓口まで文書かお電話または電子メールでご連絡下さい。 

                   記 

 

○○○株式会社  ×××部  個人情報ご相談窓口 

電   話： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

電子メール： 
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弊社が保有するお客様の保有個人データにつきましては、お客様ご本人から「利

用目的の通知・開示・訂正等・利用停止等の求め」があった場合、次の通り手続き

をさせて頂きます。 

（１）  お客様から「利用目的の通知・開示の求め」がある場合、弊社の営業各部

または各支店の担当窓口にて、運転免許証、パスポート、健康保険証等によ

りご本人であることの確認をさせて頂き、受付した日から原則として７営業

日以内に回答を書面にて発送させて頂き、送料はお客様のご負担とさせてい

ただきますのでご了承願います。 

（２）  お客様から「訂正等・利用停止等の求め」がある場合、上記（１）と同じ

方法でご本人様であることを確認させて頂き、受付した日から原則として１

４営業日以内に回答を書面にて発送させて頂きます。なお、送付方法及び送

料負担は上記（１）と同様とさせて頂きます。また、お客様の保有個人デー

タが存在しない場合、あるいは不開示を決定した場合には、その旨理由を付

して上記と同様に書面にて通知申し上げます。この場合も、送付方法及び送

料負担は上記と同様とさせて頂きます。 

 

＜個人情報の開示等の求めに応じる手続き例＞ 
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個人情報保護法に違反するとどのような罰則がある

のでしょうか。 

 

主務大臣（倉庫業の場合は国土交通大臣）は、個人情報保護法に違反した疑いのある倉庫

事業者に対し報告の徴収、助言、勧告及び命令を行うことができることになっています。命

令に違反すると、６月以下の懲役または３０万円以下の罰金が科せられ、両罰規定（違反行

為をした者を処罰するだけでなく、その法人自体も処罰対象とする）の対象となります。報

告を怠ったり、虚偽報告をした者に対しても３０万円以下の罰金に処せられることとなり、

さらには刑事罰の対象になることもあります。つまり、もし倉庫事業者が不適切な取扱いに

より個人情報の漏洩事故を起こしてしまった場合、国土交通大臣より上記行政処分を受ける

とともに、被害者個人からは損害賠償などの民事責任も問われる可能性もあります。 

苦情処理の仕組み 
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※「認定個人情報保護団体」 

個人情報の適正な取扱いの確保のため主務大臣(国土交通大臣)が認定した、苦情の処理や対象事業者に対する情報の提供な

どを行う団体。 

六
ヵ
月
以
下
の
懲
役
、
ま
た
は
三
十
万
円
以
下
の
罰
金 
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Ｑ． 倉庫業においては、寄託契約書に荷主の氏名、住所、連絡先及び貨物の内容等「個人

情報」を記載してもらっていますが、これらの個人情報を得る場合も、利用目的の通

知が必要となるのでしょうか。 

 

Ａ． 契約締結時等本人から直接個人情報を取得する際には、取得前に本人に対して利用目

的を明確に示す必要があります。具体的には、寄託申込書に利用目的を記載する、窓

口で利用目的を口頭で伝える等の方法があります。 

   本書P３参照 

 

    

Ｑ． 倉庫事業者が他の倉庫事業者に対し再寄託する場合、荷主の個人情報が再寄託され

る倉庫事業者に提供されますが、これは本書P４の第三者提供に当たるのでしょうか。 

 

A.  倉庫事業者間における再寄託による荷主等の個人情報のやり取りに関しては第三者

提供とはなりません。ただし、荷主の個人情報を持つ寄託元となる倉庫事業者には再寄

託先倉庫事業者に対する監督責任が生じてきます。 

本書P４参照 
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Q. 個人情報を第三者に提供する場合、事前の同意のとり方を具体的に教えてください。 

 

A.  同意する旨を本人から口頭または書面で確認する、本人が署名または記名押印した同

意する旨の記載のある申込書等文書を受領し確認する、本人からの同意する旨のメール

を受信する等の方法があります。 

 

 

Ｑ． 倉庫事業者が荷主と保管・運送等物流業務契約を行った場合、荷役作業会社、運送事

業者に渡す荷主の個人データ（作業指示書、ピッキングリスト、送り状等）は、利用目

的の達成に必要な範囲として、第三者への提供にあたらないと解釈して良いか。 

 

Ａ． 上記情報は個人情報保護法における個人情報の第三者提供にあたりません。ただし、

この場合の倉庫事業者には業務委託先の荷役会社や運送会社に対し、当該個人情報の安

全管理について監督責任が生じてきますので十分注意してください。 

本書P４参照 

 

 

Ｑ． トランクルームにおいて、個人情報（病院のカルテ、荷主の顧客情報等）が入った箱

を保管する場合、当該データは当該トランクルーム事業者が取り扱う個人情報となるの

でしょうか。 
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Ａ． トランクルーム事業者が、当該データを貨物として箱ごと保管し、箱の中身が個人情

報データである知らない場合は、通常の保管行為にあたり、個人情報保護法上の規制を受け

ることはありません。しかし、当該トランクルーム事業者が荷主より当該貨物が個人情報で

あると知らされた場合は、トランクルーム事業者は、荷主より当該データの安全管理に関し

て監督を受けることとなります。 

本書P４参照 

 

 

Q.  荷主から個人情報の入った書類の保管を依頼された際、寄託価格を大きく上回る賠償

額（荷主にとっては当該情報が損失または漏えいすると莫大な損害を被ることとなる

ため）の設定を要求されていますが、この場合どのように対応したらよいでしょうか。 

 

A.  倉庫事業者としての寄託契約につきましては、あくまでも貨物そのものを安全に保       

管するものであり、貨物の中身である情報の安全まで含まれるものではありません。上

記の質問のような場合、荷主の要求する、貨物の安全な保管以外に個人情報内容そのも

のの安全について万全を期すことに対応できない場合、約款に基づいて寄託引き受けを

拒否（標準倉庫寄託約款第７条及び標準トランクルームサービス約款第７条）すること

ができます。 

 一方、個人情報を含む貨物の取扱いについて万全の体制を整えている事業者において

も、倉庫業である寄託契約のほかに、別途個人情報の管理に係る付加価値についても詳

細な契約を結ぶことをお勧めします。
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倉庫事業者における個人情報保護に関するガイドライン 
 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 本ガイドラインは、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）及びその他の関係法令に

基づき、倉庫事業者が行う倉庫事業における個人情報の適切な取扱いの確保に関する活動を支援する具

体的な指針として定めたものであり、個人情報の有用性に配慮するとともに、個人の権利利益を保護す

ることにより、倉庫事業の適正な運営を確保することを目的とする。 
（適用範囲） 
第２条 本ガイドラインは、倉庫事業者が倉庫事業において個人情報を取り扱う場合に適用する。 
 

第２章 定義 
（定義） 
第３条 本ガイドラインにおいて、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 
一 個人情報 生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述

等により特定の個人を識別することができるものをいい、他の情報と容易に照合することができ、そ

れにより特定の個人を識別することができるものを含む。 
二 個人情報データベース等 個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。 
イ 特定の個人情報をコンピュータを用いて検索することができるように体系的に構成したもの 
ロ コンピュータを用いていない場合であっても、紙面で処理した個人情報を一定の規則（例えば、

五十音順、年月日順等）に従って整理・分類することにより、特定の個人情報を容易に検索するこ

とができるよう、目次、索引、符号等を付し、他人によっても容易に検索可能な状態に置いている

もの 
三 個人情報取扱事業者 個人情報データベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、次に掲

げる者を除く。 
その事業の用に供する個人情報データベース等を構成する個人情報によって識別される特定の個

人の数（当該個人情報データベース等の全部又は一部が他人の作成に係る個人情報データベース等

で個人情報として氏名又は住所若しくは居所（地図上又は電子計算機の映像面上において住所又は

居所の所在の場所を示す表示を含む。）若しくは電話番号のみが含まれる場合であって、これを編集

し、又は加工することなくその事業の用に供するときは、当該個人情報データベース等の全部又は

一部を構成する個人情報によって識別される特定の個人の数を除く。）の合計が過去六ヶ月以内のい

ずれの日においても五千を超えない者 
四 個人データ 個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 
五 保有個人データ 個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及

び第三者への提供の停止を行うことができる権限を有する個人データをいう。ただし、次のイ又はロ

の場合を除く。 
イ 当該個人データの存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして次に掲

げるもの。 
（１） 本人又は第三者の生命、身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの 

（２） 違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがあるもの 

（３） 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は

他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあるもの 

（４） 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがあるも

の 

ロ 六ヶ月以内に消去する（更新することは除く。）こととなるもの。 
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六 本人 個人情報によって識別される特定の個人をいう。 
七 本人に通知 本人に直接知らしめることをいう。 
八 公表 一般の人々が知ることができるように発表することをいう。 
九 本人に対し、その利用目的を明示 本人に対し、その利用目的を明確に示すことをいう。 
十 本人の同意 本人の個人情報が、個人情報取扱事業者によって示された取扱方法で取り扱われるこ

とを承諾する旨の当該本人の意思表示をいう。 
  また「本人の同意を得る」とは、本人の承諾する旨の意思表示を当該個人情報取扱事業者において

了知することをいう。 
十一 本人が容易に知り得る状態 事業の性質及び個人情報の取扱い状況に応じた合理的かつ適切な方

法により、本人が知ろうとすれば、時間的にも、その手段においても、簡単に知ることができる状態

に置いていることをいう。 
十二 本人の知り得る状態 本人が知ろうとすれば、知ることができる状態に置くことをいい、常にそ

の時点での正確な内容を本人の知り得る状態に置かなければならない。 
十三 提供 個人データを利用可能な状態に置くことをいう。個人データが、物理的に提供されていな

い場合であっても、ネットワーク等を利用することにより、個人データを利用できる状態にあれば「提

供」に当たる。 
十四 個人情報保護管理者 倉庫事業者によって指名された者で、個人情報保護体制の運営と施策の実

施を行う責任者であって、個人情報の取扱いについて決定する権限を有する者である。 
 

第３章 個人情報の取得等 
（適正な取得） 
第４条 倉庫事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 
（利用目的の特定） 
第５条 倉庫事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目的」という。）

をできる限り特定しなければならない。 
２ 倉庫事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に

認められる範囲を超えて行ってはならない。 
（取得に際しての利用目的の通知等） 
第６条 倉庫事業者は、契約書その他の書面による記載、ユーザー入力画面への打ち込み等により、直接

本人から個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならな

い。 
２ 倉庫事業者は、前項によらず個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場

合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。 
３ 倉庫事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、又は公表

しなければならない。 
４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権

利利益を害するおそれがある場合 
二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより企業秘密に関すること等が他社に明らかになり、

当該事業者の権利又は正当な利益が侵害されるおそれがある場合 
三 国の機関等が法令の定める事務を実施する上で、民間企業等の協力を得る必要がある場合であって、

協力する民間企業等が国の機関等から受け取った個人情報の利用目的を本人に通知し、又は公表する

ことにより、当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合。 
四 個人情報が取得される状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 
 
（利用目的による制限） 
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第７条 倉庫事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、第５条の規定により特定された利用目的の達

成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
２ 倉庫事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに伴って個

人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的

の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 
３ 前２項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
一 法令に基づく場合 
二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で

あるとき。 
三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 
四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対し

て協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがあるとき。 
 

第４章 個人データの管理 
（データ内容の正確性の確保） 
第８条 倉庫事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保

つよう努めなければならない。 
（安全管理措置） 
第９条 倉庫事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損（以下「漏えい等」という。）の

防止その他の個人データの安全管理のため、組織的、人的、物理的及び技術的安全管理措置を別表１の

とおり講じるよう努めなければならない。 
（従業者の監督） 
第１０条 倉庫事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、個人データの安全管理

が図られるよう、従業者に対する監督を行わなければならない。 
（委託先の監督） 
第１１条 倉庫事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その安全管理が図られ

るよう、委託先に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 
２ 倉庫事業者は、個人情報の保護について十分な措置を講じている者を委託先として選定するための基

準を設けるよう努めるものとする。 
３ 倉庫事業者は、前項の規定を遵守するために別表２の事項について委託契約時に明確化に努めるもの

とする。 
（受託者としての責務） 
第１２条 倉庫事業者は、顧客から個人データの取扱いを受託する場合は、その安全管理が図られるよう

第８条、第９条、第１０条の規定に即して、適切に管理しなければならない。 
２ 倉庫事業者は、顧客とのトラブルを回避し、信頼性を確保するために、別表２の事項について、契約

締結時に明確化に努めることとする。 
（内容物を関知しない文書箱保管等の取扱い） 
第１３条 倉庫事業者は、内容物を関知しない文書箱保管等の保管、運送等を受託する場合、個人データ

の取扱いにはあたらないことから、法の定める個人情報取扱事業者とはならないが、倉庫事業者として

内容物の紛失等が生じないよう、善良な管理者として十分な注意を払わなければならない。 
 
 

第５章 第三者への提供 
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（第三者提供の制限） 
第１４条 倉庫事業者は、個人データを第三者に提供する場合は、あらかじめ本人の同意を得なければな

らない。 
２ 前項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 
一 法令に基づく場合 
二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で

あるとき。 
三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 
四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対し

て協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがあるとき。 
 （第三者に提供できる場合・オプトアウト） 
第１５条 倉庫事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じてその提供を停止

することとしている場合であって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が

容易に知り得る状態に置いているときは、当該個人データを第三者に提供することができる。 
一 第三者への提供を利用目的とすること。 
二 第三者に提供される個人データの項目 
三 第三者への提供の手段又は方法 
四 本人の求めに応じて第三者への提供を停止すること。 
 （第三者提供に該当しない場合） 
第１６条 次に掲げる場合においては、第三者提供に該当しないものとする。 
一 利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合 
二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 
三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合で、以下の情報をあらかじめ本人に通知し、

又は本人が容易に知り得る状態に置いている場合 
イ 個人データを特定の者と共同して利用する旨 
ロ 共同して利用される個人データの項目 
ハ 共同利用者の範囲 
ニ 利用する者の利用目的 
ホ 当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称 

２ 倉庫事業者は、前項第三号ニ又はホを変更する場合は、変更する内容について、あらかじめ、本人に

通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなくてはならない。 
 

第６章 保有個人データに関する事項の公表、保有個人データの開示・訂正・

利用停止等 

（保有個人データに関する事項の公表等） 
第１７条 倉庫事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状態又は本

人の求めに応じて遅滞なく回答できる状態に置かなければならない。 
一 当該倉庫事業者の氏名又は名称 
二 すべての保有個人データの利用目的 
三 保有個人データの利用目的の通知及び開示・訂正・利用停止等の求めの手続き 
四 手数料の額を定めたときは、その手数料の額 
五 保有個人データの取扱いに関する苦情及び問い合わせの申出先 
 （利用目的の通知） 
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第１８条 倉庫事業者は、本人から、自己が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められたと

きは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、第６条第４項により通知しな

い旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
（保有個人データの開示） 
第１９条 倉庫事業者は、本人から、自己が識別される保有個人データの開示を求められたときは、本人

に対し、書面又は本人が同意した方法により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならな

い。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しな

いことができるが、その場合は、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 
一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 
二 業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 
三 他の法令に違反することとなる場合 
（保有個人データの訂正等） 
第２０条 倉庫事業者は、本人から、自己が識別される保有個人データの内容が事実でないという理由に

よって訂正、追加又は削除（以下「訂正等」という。）を求められた場合には、利用目的の達成に必要な

範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等

を行わなければならない。ただし、その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定め

られている場合は、その手続きに従う。 
２ 倉庫事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若しくは一部について訂

正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨並び

に訂正等の内容を通知しなければならない。 
（保有個人データの利用停止等） 
第２１条 倉庫事業者は、本人から、自己が識別される保有個人データが手続違反の理由により、当該保

有個人データの利用の停止、消去又は第三者への提供の停止（以下「利用停止等」という。）を求められ

た場合、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人

データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、

本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 
２ 倉庫事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について利用停止

等を行ったとき、又は利用停止等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を

通知しなければならない。 
（理由の説明） 
第２２条 倉庫事業者は、保有個人データの公表・開示・訂正等・利用停止等において、保有個人データ

の全部若しくは一部について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる

旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。 
（開示等の求めに応じる手続） 
第２３条 倉庫事業者は、開示等の求めにおいて、その求めを受け付ける方法として、次の各号の事項を

定めることができる。この場合においては、その方法を本人の知り得る状態に置いておかなければなら

ない。 
一 開示等の求めの受付先 
二 開示等の求めに際して提出すべき書面の様式その他の開示等の求めの受付方法 
三 開示等の求めをする者が本人又は代理人であることの確認方法 
四 保有個人データの利用目的の通知、又は保有個人データの開示をする際に徴収する手数料の徴収方

法 
２ 倉庫事業者は、本人から開示等の求めがあった場合には、その対象となる保有個人データを特定する

ことができる情報の提示を求めることができる。 
３ 開示等の求めは、次に掲げる代理人によってすることができる。 

一 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

二 開示等の求めをすることにつき本人が委任した代理人 
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４ 倉庫事業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続きを定めるに当たっては、本人に過

重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 
（手数料） 
第２４条 倉庫事業者は、保有個人データの利用目的の通知又は保有個人データの開示を求められたとき

は、当該措置の実施に関し、手数料の額を定め、徴収することができる。 
２  倉庫事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して合理的であると認められ
る範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 
（苦情の処理） 
第２５条 倉庫事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。 
２ 倉庫事業者は、苦情処理を行うに当たり、苦情処理窓口の設置や苦情処理の手順を定める等必要な体

制の整備に努めなければならない。 
 

第７章 内部規程・方針、管理体制等 
（個人情報保護方針の公表） 
第２６条 倉庫事業者は、個人情報保護方針を定め、文書化することに努める。 
２ 倉庫事業者は、個人情報保護方針の公表に努める。 
３ 倉庫事業者は、諸環境の変化を踏まえて、個人情報保護方針の見直しを行うよう努める。 
（内部規程の策定等） 
第２７条 倉庫事業者は、個人情報保護方針を基に、事業活動の範囲及び事業規模を考慮し、個人情報を

保護するための内部規程を策定し、これを実行することとする。 
２ 倉庫事業者は、内部規程を従業者に周知しなければならない。 
３ 倉庫事業者は、個人情報保護の実施状況及びその他の経営環境等に照らして、適切な個人情報の保護

を維持するために、定期的に内部規程を見直すものとする。 
（個人情報保護管理者の指名） 
第２８条 倉庫事業者は、法及びその他の関係法令や本ガイドラインを理解し実践する能力のある者を社

内から１名以上指名し、個人情報保護管理者としての業務を行わせるものとする。 
（個人情報保護管理者の責務） 
第２９条 個人情報保護管理者は、本ガイドラインに定められた事項を遵守するとともに、従業者にこれ

を理解させ、及び遵守させるための内部規程の整備、安全対策の実施、従業者への教育訓練、委託先の

適切な監督等を実施する責任を負うものとする。 
 

第８章 その他 
（漏えい等が発生した場合の対応） 
第３０条 倉庫事業者は、個人データの漏えい等が発生した場合は、直接ないしは間接に事実関係を本人

に速やかに通知するものとする。 
２ 倉庫事業者は、個人データの漏えい等が発生した場合は、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の

観点から、可能な限り事実関係等を公表するものとする。 
３ 倉庫事業者は、個人データの漏えい等が発生した場合は事実関係を国土交通省に直ちに報告するもの

とする。 
（倉庫事業者の責務） 
第３１条 倉庫事業者は、法及びその他の関係法令に基づき、個人情報の適切な取扱いの確保に関する活

動について、一層の向上を目指し、これに継続的に取り組まなければならない。 

附 則 
（施行期日） 
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第１条 本ガイドラインは平成１７年４月１日より適用する。 
（見直し） 
第２条 本ガイドラインは、社会情勢の変化、国民の意識の変化、技術動向の変化等諸環境の変化を踏ま 
えて見直しを図られるものとする。 
第３条 倉庫事業者であって第３条第３号の規定により個人情報取扱事業者に該当しないとされるものに   
ついても、このガイドラインに準じて、その適正な取扱いの確保に努めるものとする。 
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別表１ 
１ 組織的安全管理のために講じる措置 
一 個人情報保護管理者の設置 
二 個人データの安全管理措置を講じるための組織体制の整備 
三 個人データの安全管理措置を定める規程等の整備と規程等に従った運用 
四 個人データ取扱台帳の整備 
五 個人データの安全管理措置の評価、見直し及び改善 
六 事故又は違反への対処について手続きの策定 
２ 人的安全管理のために講じる措置 
一 従業者の雇用及び委託契約時における非開示契約の締結 
二 従業者に対する教育、啓発の実施 
３ 物理的安全管理のために講じる措置 
一 入退館（室）管理の実施 
二 盗難等に対する対策 
三 機器、装置等の物理的な保護 
４ 技術的安全管理のために講じる措置 
一 個人データへのアクセスにおける識別と認証 
二 個人データへのアクセス制御 
三 個人データへのアクセス権限の管理 
四 個人データのアクセスの記録 
五 個人データを取り扱う情報システムに対する不正ソフトウェア対策 
六 個人データの移送・通信時の対策 
七 個人データを取り扱う情報システムの動作確認時の対策 
八 個人データを取り扱う情報システムの監視 
 
 
 
 
別表２ 
一 個人データの安全管理に関する事項。例えば次に掲げる事項。 
イ 個人データの漏えい等の防止、盗用の禁止に関する事項 
ロ 委託契約範囲外の加工、利用の禁止 
ハ 委託契約範囲外の複写、複製の禁止 
ニ 委託処理期間 
ホ 委託処理終了後の個人データの返還・消去・破棄に関する事項 
二 個人データの取扱いの再委託を行うに当たっての委託元への報告とその方法 
三 個人データの取扱い状況に関する委託者への報告の内容及び頻度 
四 委託契約の内容、期間が遵守されていることの確認 
五 委託契約の内容、期間が遵守されなかった場合の措置 
六 個人データの漏えい等の事故が発生した場合の報告・連絡に関する事項 
七 個人データの漏えい等の事故が発生した場合における委託元と委託先の責任の範囲 
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個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号） 

 

目次 

 第一章 総則（第一条－第三条） 

 第二章  国及び地方公共団体の責務等（第四条－第六条） 

 第三章  個人情報の保護に関する施策等 

   第一節 個人情報の保護に関する基本方針（第七条） 

   第二節 国の施策（第八条－第十条） 

   第三節 地方公共団体の施策（第十一条－第十三条） 

   第四節 国及び地方公共団体の協力（第十四条） 

 第四章 個人情報取扱事業者の義務等 

  第一節 個人情報取扱事業者の義務（第十五条－第三十六条） 

   第二節 民間団体による個人情報の保護の推進（第三十七条－第四十九条） 

 第五章 雑則（第五十条－第五十五条） 

 第六章 罰則（第五十六条－第五十九条） 

 附則 

 

   第一章 総則  

 （目的） 

第一条  この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大してい 

 ることにかんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針 

 の作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共 

 団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等 

 を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること 

 を目的とする。 

 （定義） 

第二条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該 

 情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができ 

 るもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること 

 ができることとなるものを含む。）をいう。 

２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物で 

 あって、次に掲げるものをいう。 

 一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成し 

  たもの 

 二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体 

  系的に構成したものとして政令で定めるもの 

３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用 

 に供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。 

 一  国の機関 

 二  地方公共団体 

 三 独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十 

  五年法律第五十九号）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。） 

 四 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一 

  項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。） 

  五  その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが 
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  少ないものとして政令で定める者 

４ この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報 

 をいう。 

５ この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂 

 正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権 

 限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益 

 が害されるものとして政令で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に消去す 

 ることとなるもの以外のものをいう。 

６ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定 

 の個人をいう。 

 （基本理念） 

第三条 個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであるこ 

 とにかんがみ、その適正な取扱いが図られなければならない。 

   第二章 国及び地方公共団体の責務等 

 （国の責務） 

第四条 国は、この法律の趣旨にのっとり、個人情報の適正な取扱いを確保するために必 

 要な施策を総合的に策定し、及びこれを実施する責務を有する。   

 （地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に 

 応じて、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実 

 施する責務を有する。 

 （法制上の措置等） 

第六条 政府は、国の行政機関について、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を 

 保有する目的等を勘案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう法制 

 上の措置その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、独立行政法人等について、その性格及び業務内容に応じ、その保有する個人 

 情報の適正な取扱いが確保されるよう法制上の措置その他必要な措置を講ずるものとす 

 る。 

３ 政府は、前二項に定めるもののほか、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人 

 の権利利益の一層の保護を図るため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要 

 がある個人情報について、保護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措 

 置その他の措置を講ずるものとする。 

   第三章 個人情報の保護に関する施策等 

        第一節 個人情報の保護に関する基本方針 

第七条  政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個 

 人情報の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一  個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 

 二  国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

 三 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

 四 独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

 五  地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

 六 個人情報取扱事業者及び第四十条第一項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべ 

  き個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

 七  個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 

 八  その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 
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３ 内閣総理大臣は、国民生活審議会の意見を聴いて、基本方針の案を作成し、閣議の決 

 定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針 

 を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

        第二節 国の施策 

 （地方公共団体等への支援） 

第八条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国 

 民又は事業者等が個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情 

 報の提供、事業者等が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定その 

 他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （苦情処理のための措置） 

第九条 国は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速 

 な処理を図るために必要な措置を講ずるものとする。 

 （個人情報の適正な取扱いを確保するための措置） 

第十条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事 

 業者による個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

    第三節 地方公共団体の施策 

 （地方公共団体等が保有する個人情報の保護） 

第十一条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的 

 等を勘案し、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ず 

 ることに努めなければならない。 

２ 地方公共団体は、その設立に係る地方独立行政法人について、その性格及び業務内容 

 に応じ、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずるこ 

 とに努めなければならない。 

 （区域内の事業者等への支援） 

第十二条 地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業 

 者及び住民に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （苦情の処理のあっせん等） 

第十三条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が 

 適切かつ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を 

 講ずるよう努めなければならない。 

    第四節 国及び地方公共団体の協力 

第十四条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力 

 するものとする。 

   第四章 個人情報取扱事業者の義務等 

     第一節 個人情報取扱事業者の義務 

 （利用目的の特定） 

第十五条  個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（ 

 以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関 

 連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

 （利用目的による制限） 

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により 

 特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を 
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 承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、 

 承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を 

 取り扱ってはならない。 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

 一 法令に基づく場合 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得 

  ることが困難であるとき。 

 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、 

  本人の同意を得ることが困難であるとき。 

 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行 

  することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当 

  該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 （適正な取得） 

第十七条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはな 

 らない。 

 （取得に際しての利用目的の通知等） 

第十八条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的 

 を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しな 

 ければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結すること 

 に伴って契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識 

 することができない方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載さ 

 れた当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人 

 の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなけれ 

 ばならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、 

 この限りでない。 

３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、 

 本人に通知し、又は公表しなければならない。 

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

  一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、 

  財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

  二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利 

  又は正当な利益を害するおそれがある場合 

 三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必 

  要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務 

  の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

 （データ内容の正確性の確保） 

第十九条 個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データ 

 を正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。 

  （安全管理措置） 

第二十条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防 

 止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

  （従業者の監督） 

第二十一条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たって 

 は、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監 
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 督を行わなければならない。 

 （委託先の監督） 

第二十二条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合 

 は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に 

 対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 （第三者提供の制限） 

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意 

 を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

 一 法令に基づく場合 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得 

  ることが困難であるとき。 

 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、 

  本人の同意を得ることが困難であるとき。 

 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行 

  することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当 

  該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じ 

 て当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合で 

 あって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り 

 得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提 

 供することができる。 

 一 第三者への提供を利用目的とすること。 

 二 第三者に提供される個人データの項目 

 三 第三者への提供の手段又は方法 

 四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する 

  こと。 

３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更 

 する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置か 

 なければならない。 

４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用 

 については、第三者に該当しないものとする。 

  一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱い 

  の全部又は一部を委託する場合 

  二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

 三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同 

  して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目 

  的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あら 

  かじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

５ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データ 

 の管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容に 

 ついて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければな 

 らない。 

 （保有個人データに関する事項の公表等） 

第二十四条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、 

 本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなけ 

 ればならない。 
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 一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 

 二 すべての保有個人データの利用目的（第十八条第四項第一号から第三号までに該当 

  する場合を除く。） 

 三 次項、次条第一項、第二十六条第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定 

  による求めに応じる手続（第三十条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、 

  その手数料の額を含む。） 

 四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事 

  項として政令で定めるもの 

２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的 

 の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 

  二 第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合 

３ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を 

 通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければな 

 らない。 

 （開示） 

第二十五条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの 

 開示（当該本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせること 

 を含む。以下同じ。）を求められたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅 

 滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示することにより 

 次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。 

 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場 

  合 

 三 他の法令に違反することとなる場合 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一 

 部について開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知し 

 なければならない。 

３ 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により 

 当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合 

 には、当該全部又は一部の保有個人データについては、同項の規定は、適用しない。 

 （訂正等） 

第二十六条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの 

 内容が事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除 

 （以下この条において「訂正等」という。）を求められた場合には、その内容の訂正等 

 に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達 

 成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有 

 個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部 

 若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたとき 

 は、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通 

 知しなければならない。 

 （利用停止等） 

第二十七条 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが 

 第十六条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第十七条の規定に違反して 
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 取得されたものであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去 

 （以下この条において「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求め 

 に理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、 

 当該保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人デー 

 タの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合 

 であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、 

 この限りでない。 

２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第二十三 

 条第一項の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人 

 データの第三者への提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があること 

 が判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければ 

 ならない。ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する 

 場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を 

 保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若し 

 くは一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をし 

 たとき、又は前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部につい 

 て第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をした 

 ときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

 （理由の説明） 

第二十八条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第三項、第二十五条第二項、第二十六条 

 第二項又は前条第三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、 

 その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場 

 合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。 

 （開示等の求めに応じる手続） 

第二十九条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項、第二十五条第一項、第二十六条 

 第一項又は第二十七条第一項若しくは第二項の規定による求め（以下この条において「 

 開示等の求め」という。）に関し、政令で定めるところにより、その求めを受け付ける 

 方法を定めることができる。この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の 

 求めを行わなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個人 

 データを特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、個人 

 情報取扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう、当該 

 保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をと 

 らなければならない。 

３ 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。 

４ 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに 

 当たっては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 

 （手数料） 

第三十条 個人情報取扱事業者は、第二十四条第二項の規定による利用目的の通知又は第 

 二十五条第一項の規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数料 

 を徴収することができる。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して 

 合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 

 （個人情報取扱事業者による苦情の処理） 

第三十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処 
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 理に努めなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなけれ 

 ばならない。 

 （報告の徴収） 

第三十二条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業 

 者に対し、個人情報の取扱いに関し報告をさせることができる。 

 （助言） 

第三十三条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業 

 者に対し、個人情報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。 

 （勧告及び命令） 

第三十四条 主務大臣は、個人情報取扱事業者が第十六条から第十八条まで、第二十条か 

 ら第二十七条まで又は第三十条第二項の規定に違反した場合において個人の権利利益を 

 保護するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行 

 為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

２ 主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなく 

 てその勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫 

 していると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、その勧告に係る措置をとる 

 べきことを命ずることができる。 

３ 主務大臣は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第十六条、第十七条、 

 第二十条から第二十二条まで又は第二十三条第一項の規定に違反した場合において個人 

 の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、 

 当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要 

 な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 （主務大臣の権限の行使の制限） 

第三十五条 主務大臣は、前三条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収、助 

 言、勧告又は命令を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治 

 活動の自由を妨げてはならない。 

２ 前項の規定の趣旨に照らし、主務大臣は、個人情報取扱事業者が第五十条第一項各号 

 に掲げる者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対 

 して個人情報を提供する行為については、その権限を行使しないものとする。 

 （主務大臣） 

第三十六条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大 

 臣は、この節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、個人情報取扱事業 

 者が行う個人情報の取扱いのうち特定のものについて、特定の大臣又は国家公安委員会 

 （以下「大臣等」という。）を主務大臣に指定することができる。  

 一 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち雇用管理に関するものについて 

  は、厚生労働大臣（船員の雇用管理に関するものについては、国土交通大臣）及び当 

  該個人情報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等 

 二 個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のものに 

  ついては、当該個人情報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等 

２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公 

 示しなければならない。 

３ 各主務大臣は、この節の規定の施行に当たっては、相互に緊密に連絡し、及び協力し 

 なければならない。 

    第二節 民間団体による個人情報の保護の推進 

 （認定） 
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第三十七条 個人情報取扱事業者の個人情報の適正な取扱いの確保を目的として次に掲げ 

 る業務を行おうとする法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含 

 む。次条第三号ロにおいて同じ。）は、主務大臣の認定を受けることができる。 

 一 業務の対象となる個人情報取扱事業者（以下「対象事業者」という。）の個人情報 

  の取扱いに関する 第四十二条の規定による苦情の処理 

 二 個人情報の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情報 

  の提供 

 三 前二号に掲げるもののほか、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保に関し必 

  要な業務 

２ 前項の認定を受けようとする者は、政令で定めるところにより、主務大臣に申請しな 

 ければならない。 

３ 主務大臣は、第一項の認定をしたときは、その旨を公示しなければならない。 

 （欠格条項） 

第三十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の認定を受けることができ 

 ない。 

 一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが 

  なくなった日から二年を経過しない者 

 二 第四十八条第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過 

  しない者 

 三 その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表 

  者又は管理人を含む。以下この条において同じ。）のうちに、次のいずれかに該当す 

  る者があるもの 

  イ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を 

   終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

  ロ 第四十八条第一項の規定により認定を取り消された法人において、その取消しの 

   日前三十日以内にその役員であった者でその取消しの日から二年を経過しない 

   者 

 （認定の基準） 

第三十九条 主務大臣は、第三十七条第一項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合し 

 ていると認めるときでなければ、その認定をしてはならない。 

 一 第三十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方 

  法が定められているものであること。 

 二 第三十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並 

  びに経理的基礎を有するものであること。 

 三 第三十七条第一項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には、その業務を 

  行うことによって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること。 

 （廃止の届出） 

第四十条 第三十七条第一項の認定を受けた者（以下「認定個人情報保護団体」という。 

 ）は、その認定に係る業務（以下「認定業務」という。）を廃止しようとするときは、 

 政令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を主務大臣に届け出なければならない。 

２ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならな 

 い。 

 （対象事業者） 

第四十一条 認定個人情報保護団体は、当該認定個人情報保護団体の構成員である個人情 

 報取扱事業者又は認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者を 

 対象事業者としなければならない。 
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２ 認定個人情報保護団体は、対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。  

 （苦情の処理） 

第四十二条 認定個人情報保護団体は、本人等から対象事業者の個人情報の取扱いに関す 

 る苦情について解決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、 

 その苦情に係る事情を調査するとともに、当該対象事業者に対し、その苦情の内容を通 

 知してその迅速な解決を求めなければならない。 

２ 認定個人情報保護団体は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認める 

 ときは、当該対象事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出 

 を求めることができる。 

３ 対象事業者は、認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正 

 当な理由がないのに、これを拒んではならない。 

 （個人情報保護指針） 

第四十三条 認定個人情報保護団体は、対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のた 

 めに、利用目的の特定、安全管理のための措置、本人の求めに応じる手続その他の事項 

 に関し、この法律の規定の趣旨に沿った指針（以下「個人情報保護指針」という。）を 

 作成し、公表するよう努めなければならない。 

２ 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針を公表したときは、対 

 象事業者に対し、当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の措 

 置をとるよう努めなければならない。 

 （目的外利用の禁止) 

第四十四条 認定個人情報保護団体は、認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務 

 の用に供する目的以外に利用してはならない。 

 （名称の使用制限） 

第四十五条 認定個人情報保護団体でない者は、認定個人情報保護団体という名称又はこ 

 れに紛らわしい名称を用いてはならない。 

 （報告の徴収） 

第四十六条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護 

 団体に対し、認定業務に関し報告をさせることができる。 

 （命令） 

第四十七条 主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情報保護 

 団体に対し、認定業務の実施の方法の改善、個人情報保護指針の変更その他の必要な措 

 置をとるべき旨を命ずることができる。 

 （認定の取消し） 

第四十八条 主務大臣は、認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは、 

 その認定を取り消すことができる。 

 一 第三十八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

 二  第三十九条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 

 三 第四十四条の規定に違反したとき。 

 四 前条の命令に従わないとき。 

 五 不正の手段により第三十七条第一項の認定を受けたとき。 

２ 主務大臣は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公示しなければな 

 らない。 

 （主務大臣） 

第四十九条 この節の規定における主務大臣は、次のとおりとする。ただし、内閣総理大 

 臣は、この節の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は、第三十七条第一項 

 の認定を受けようとする者のうち特定のものについて、特定の大臣等を主務大臣に指定 
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 することができる。 

 一 設立について許可又は認可を受けている認定個人情報保護団体（第三十七条第一項 

  の認定を受けようとする者を含む。次号において同じ。）については、その設立の許 

  可又は認可をした大臣等 

 二 前号に掲げるもの以外の認定個人情報保護団体については、当該認定個人情報保護 

  団体の対象事業者が行う事業を所管する大臣等  

２ 内閣総理大臣は、前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは、その旨を公 

 示しなければならない。 

   第五章 雑則 

 （適用除外） 

第五十条 個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取 

 り扱う目的の全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前章の規 

 定は、適用しない。 

 一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。） 

  報道の用に供する目的 

 二 著述を業として行う者 著述の用に供する目的 

 三 大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者 学術 

  研究の用に供する目的 

 四 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

 五 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

２ 前項第一号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実 

 として知らせること（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む。）をいう。 

３ 第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理のために必要かつ 

 適切な措置、個人情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適正な取扱いを 

 確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなけ 

 ればならない。 

 （地方公共団体が処理する事務） 

第五十一条 この法律に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところに 

 より、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

 （権限又は事務の委任） 

第五十二条 この法律により主務大臣の権限又は事務に属する事項は、政令で定めるとこ 

 ろにより、その所属の職員に委任することができる。 

 （施行の状況の公表） 

第五十三条 内閣総理大臣は、関係する行政機関（法律の規定に基づき内閣に置かれる機 

 関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関、内閣府、宮内庁、内閣府設 

 置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関並びに 

 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関をいう。 

 次条において同じ。）の長に対し、この法律の施行の状況について報告を求めることが 

 できる。 

２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

 （連絡及び協力） 

第五十四条 内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長は、相互に緊密に 

 連絡し、及び協力しなければならない。 

 （政令への委任） 

第五十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で 

 定める。 
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   第六章 罰則 

第五十六条 第三十四条第二項又は第三項の規定による命令に違反した者は、六月以下の 

 懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

第五十七条 第三十二条又は第四十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした 

 者は、三十万円以下の罰金に処する。 

第五十八条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下こ 

 の項において同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、 

 その法人又は人の業務に関して、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、 

 その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、 

 その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場 

 合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

第五十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 

 一 第四十条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 二 第四十五条の規定に違反した者 

      附 則 

  （施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第四章から第六章まで及び附則第 

 二条から第六条までの規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政 

 令で定める日から施行する。 

 （本人の同意に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合に 

 おいて、その同意が第十五条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人 

 情報を取り扱うことを認める旨の同意に相当するものであるときは、第十六条第一項又 

 は第二項の同意があったものとみなす。 

第三条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合に 

 おいて、その同意が第二十三条第一項の規定による個人データの第三者への提供を認め 

 る旨の同意に相当するものであるときは、同項の同意があったものとみなす。 

  （通知に関する経過措置） 

第四条 第二十三条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に 

 置かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知 

 されているときは、当該通知は、同項の規定により行われたものとみなす。 

第五条 第二十三条第四項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る 

 状態に置かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人 

 に通知されているときは、当該通知は、同号の規定により行われたものとみなす。 

 （名称の使用制限に関する経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい 

 名称を用いている者については、第四十五条の規定は、同条の規定の施行後六月間は、 

 適用しない。 

     附則（平成十五年法律第百十九号）抄 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）の施行の日から 

 施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

  一 第六条の規定 個人情報の保護に関する法律の施行の日又はこの法律の施行の日 

 のいずれか遅い日 

  (その他の経過措置の政令への委任） 
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第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令 

 で定める。 
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